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企業法務研究部会

個人情報保護法対応、ビジネスと人権、グローバル法務対応、コーポレートガバナンスやコンプライアンスの強化策、長
時間労働や各種ハラスメント対策など企業法務部門が直面する課題は益々広範囲にわたり複雑化・高度化しており、法務
部門の果たすべき役割とその責任はさらに重くなっています。
本部会では企業法務担当の方を対象に、自社およびご自身の課題を業種を超えた企業法務実務家同士のネットワークを基
盤として解決することを目的とします。

本
部
会
の
趣
旨

前半：ゲスト講演またはメンバー発表を受け、講演者・発表者との意見交換
毎回の実践的な講演・発表により企業法務実務知識の習得ができ、企業法務実務家同士のネットワークを通じて、
自社およびご自身が抱えている課題解決への糸口が見つかります。

後半：講演者・発表者を囲みグループディスカッション　参加企業同士の事例の共有
各種法改正に対する実務上の対応策についてご相談したいとき、ちょっとした業務上のお悩みでアドバイスが欲し
いときなどに、問題解決へのヒントが得られます。

運
営
方
法

企業法務実務業界における業種を超えた人脈及び情報の『ハブ＆スポーク』
本部会は、企業法務実務業界における人脈（異業種各社、弁護士、各種
専門家・コンサルタント等）及び各種情報（他社事例・ベンチマーク情報、
最新判例情報、弁護士情報等）の『ハブ＆スポーク』です。

開
催
に
あ
た
っ
て

企業法務担当管理職の方（役員、部
長、室長、課長・マネージャー、企
業内弁護士など）

参
加
対
象

2022年5月24日（火）スタート 第54期 メンバー募集のご案内

第１回例会

5/24
（火）

第４回例会

9/6
（火）

第６回例会

11/8
（火）

年間日程 2022年5月～ 2022年3月（例会全10回／ 13:30 ～ 17:00を原則） 第54期 企業法務研究部会 検  索

第４回例会第５回例会

10/4
（火）

第９回例会

2/7
（火）
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第３回例会

8/2
（火）

第２回例会

7/5
（火）

第７回例会

12/6
（火）

第８回例会

1/17
（火）

※昨今の事情により
　今期の合宿研究会は
　中止となります。

第10回例会

3/7
（火）

06年～07年経済産業省産業組織課出向。09年～10年米国Davis Polk & Warwellにて執務。海外M&Aや海外危機対応、国際通商法務（輸出管理や経済
制裁等）、「ビジネスと人権」等に関する助言を多く手掛ける。ChambersやLegal500等の媒体において国際通商や危機対応等の分野で国際的に高い評
価を受けている。「ビジネスと人権」をテーマとした活動や関連著作・講演等多数。

ご
略
歴

森・濱田松本法律事務所  パートナー　弁護士・NY州弁護士  梅津 英明 氏

『“ビジネスと人権”に関する国際的な潮流と日本企業に求められる対応』
〈ゲスト講演〉2022年7月5日㈫  13：30～17：00  オンライン開催第 ２ 回 例 会

TMI総合法律事務所パートナー弁護士（https://www.tmi.gr.jp/people/t-oi.html ）、TMIプライバシー＆セキュリティコンサルティング㈱代表取締役
（https://tmiconsulting.co.jp/）。2001年弁護士登録。経済産業省の情報セキュリティに関するタスクフォース委員を歴任し、日本経済新聞社弁護士ランキ
ング情報管理分野選出。クラウド、インターネット・インフラ/コンテンツ、システム開発紛争、個人情報保護法対応、情報漏洩インシデント調査・事後対応実
務に精通し、専門分野は、M&A、IPO、サイバーセキュリティ・インシデント対応。  大井哲也オフィシャルサイト（https://tetsuyaoi.com/）

ご
略
歴

TMI総合法律事務所  パートナー弁護士  大井 哲也 氏

『GDPR 新SCCへの改訂対応と世界各国の個人データ国外移転規制への対応実施』
〈ゲスト講演〉2022年5月24日㈫  13：30～17：00  オンライン開催第 １ 回 例 会

大学卒業、大手IT企業法務部、サイボウズ子会社のコンプライアンス部門を経て、2008年サイボウズ㈱入社。
これまで、コンプライアンス、コーポレートガバナンス、リスクマネジメント業務を幅広く経験。近年は海外データプライバシー法制にも対応。2017年より法務
部門のマネジメント職。現在は法務部長を務めながら、一橋大学大学院修士課程にて最新のビジネスロー研究にも取り組む。

ご
略
歴

サイボウズ㈱  法務統制本部部長  我妻 未沙子 氏

『サイボウズの法務部門がチームで働くための仕組みづくり』
〈ゲスト講演〉2022年8月2日㈫  13：30～17：00  オンライン開催第 ３ 回 例 会



幹事／企画協力委員一覧（五十音順）
運営幹事：　
　宮原　 淳 氏　キヤノン㈱  コンプライアンス推進室室長
　原口　 昭 氏 サントリー食品インターナショナル㈱　常務執行役員コーポレートマネジメント本部長
　米山 雅子 氏 JBCCホールディングス㈱  法務・コンプライアンス担当理事
　首藤 洋一 氏　セコム㈱  法務部部長
　大蔵 真也 氏 ㈱Mizkan Holdings  内部統制本部法務部マネージャー

企画協力委員：
　吉武 奈穂子 氏　大塚食品㈱  法務・知的財産管理室課長
　櫻川　 篤史 氏 共同印刷㈱  グループコーポレート本部法務部法務課課長

■体験参加
ご入会検討中の企業様に限り、第1回、正式申込前に体験参加いただけます。
詳しくは担当者までお問い合わせください。講演のみの聴講は固くお断り
いたします。

■お問合せ、お申込先
  一般社団法人 企業研究会  第1事業グループ
  担当：村野   E-mail：murano@bri.or.jp
  TEL：090-6797-1982（直通 村野）/03-5834-3920（代表）
〒110-0015  東京都台東区東上野1丁目13-7 ハナブサビル
※お客様の個人情報は、交流会議に関する確認・連絡及び投下主催のご案内を
お送りする際に利用させていただきます。

■参加費／1名分の参加費で毎回2名まで参加可能です。

※分割払いやお支払い時期など、ご要望がございましたらお気軽にご相談ください。
※昨今の事情により今期も合宿研究会は中止となりますが、開催の際には別途費
用をご負担頂きます。予めご了承ください。

■申込方法
当会ホームページhttps://www.bri.or.jp/houmu/からお申込み下
さい。

正会員 264,000円 一  般 297,000円
（本体価格 240,000円） （本体価格 270,000円）

参加要領参加要領 【事業コード：220035】

第54期 企業法務研究部会 検  索

前期活動内容（2021年7月～2022年3月/全10回）
2021年7月6日（火）

8月31日（火）

9月28日（火）

10月19日（火）

11月16日（火）

12月14日（火）

2022年1月18日（火）

2月15日（火）

3月8日（火）

3月31日（木）

「改正個人情報保護法のポイント」 牛島総合法律事務所  弁護士  影島  広泰 氏

「リーガルオペレーションとリーガルテック」 ㈱Legal Force  CLO（最高法務責任者）佐々木  毅尚 氏

「ガバナンス改革と企業法務部門への期待」 元㈱三菱ケミカルホールディングス  代表取締役副社長執行役員  津田  登 氏

「取引先との交渉や経営の意思決定に生かすデジタル法務」 三菱商事㈱  法務部部長代行  小林 一郎 氏
MNTSQ㈱  代表取締役／長島・大野・常松法律事務所  弁護士  板谷 隆平 氏

「IT、DX、AIの導入と契約を審査するうえでの留意点」 西村あさひ法律事務所  弁護士  濱野 敏彦 氏

「中国ビジネス法務の最新事情」～目まぐるしい変化におけるリスクマネジメント～ 中倫律師事務所  パートナー弁護士 孫　彦 氏

「安全保障輸出管理（外為法）」 玉木総合法律事務所  弁護士  玉木 昭久 氏

「今期新メンバーから会社紹介と法務部門の組織と課題」 ㈱スタートライン、積水化学工業㈱、㈱ダイナムジャパンホールディングス、㈱プラネット

「研究開発型スタートアップ企業との契約関連について」 中村合同特許法律事務所 弁護士・弁理士  山本 飛翔 氏

「改正公益通報者保護法」～2022年6月施行予定～ 渡邊綜合法律事務所  弁護士  渡邊 敦子 氏

メンバーの
ご要望に沿って
順次決定致します。

※ここに記載したテーマはあくまで一例になります。

EU一般データ保護規則
（General Data Protection Regulation：GDPR）
　海外当局による調査（Global Investigation）

ビジネスと人権 など

グローバル法務
コーポレートガバナンス

コンプライアンスマネジメント
企業不正・不祥事の予防と社内調査の進め方 など

コーポレートガバナンスとコンプライアンス

最近のリーガルテック
改正民法の再確認

消費者契約法、消費者安全法
最適な弁護士の選定方法と効果的・効率的なコミュニケーション など

個人情報保護法の規制強化、その他
法務部のマネジメント、法務人材の採用・育成
企業内弁護士の採用・処遇・キャリアプラン

経営層・管理職・従業員に対する法務・コンプライアンス教育 など

法務部・人材マネジメント

不当景品類及び不当表示防止等の改正
著作権法をめぐる動向

知的財産裁判例の研究 など

知財マネジメント
働き方改革とテレワーク　同一労働同一賃金
パワハラ、セクハラなど各種ハラスメント

メンタルヘルスと従業員の処遇
秘密保持契約と競業避止義務 など

労務マネジメント

研究テーマ（例）

前期（第53期）参加企業実績
旭化成㈱
旭化成エンジニアリング㈱
アンリツ㈱
エステー㈱
NECネッツエスアイ㈱
大塚食品㈱
大塚製薬㈱
オリックス㈱

㈱カカクコム
㈱カネカ
川崎重工業㈱
キヤノン㈱
共同印刷㈱
キリンホールディングス㈱
国際航業㈱
コニカミノルタ㈱

小林製薬㈱
㈱SUMCO
三建設備工業㈱
サントリーホールディングス㈱
JBCCホールディングス㈱
清水建設㈱
㈱スタートライン
セイコーエプソン㈱

セコム㈱
積水化学工業㈱
ダイキン工業㈱
高砂熱学工業㈱
THK㈱
TDK㈱
東京エレクトロン㈱
TOTO㈱

㈱日立システムズ
㈱プラネット
㈱Mizkan Holdings
矢崎総業㈱
ヤマサ醤油㈱


